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中国における「禁訴令」（Anti-Suit Injunction） 

 

遠藤 誠 1 

 
Ⅰ はじめに 

 

「Anti-Suit Injunction」（中国語では「禁訴令」）とは、実質的に同一の紛争が複数の国

の裁判所に係属する並行訴訟において、一方当事者による外国裁判所での提訴等の司法的

救済を禁止するという差止命令をいう。また、一国の裁判所が下した「Anti-Suit Injunction」
への対抗手段として、「Anti-Suit Injunction」を受けた当事者が、さらに他国の裁判所でそ

れを差し止めるために、「Anti-Anti-Suit Injunction」を求めることがある。 
 近時、欧米や中国等における標準必須特許（Standard-Essential Patent：SEP）にかか

る訴訟に関し、A 国の裁判所に「Anti-Suit Injunction」が申し立てられ、その後、B 国の

裁判所に「Anti-Anti-Suit Injunction」が申し立てられ、また A 国の裁判所に「Anti-Anti-
Anti-Suit Injunction」が申し立てられるといったように、申立ての応酬が際限なく繰り返

されるという事態が発生している。 
その中で、中国における「Anti-Suit Injunction」、即ち、「禁訴令」が注目されている。

注目されている理由は、後述するとおり、中国では、華為（ファーウェイ）と Conversant
の紛争事件、小米（シャオミ）と Inter Digital の紛争事件、サムスンと Ericsson の紛争事

件というように、次から次へと「禁訴令」に関する事件が生じていることが挙げられよう。

また、中国の GDP が世界第 2 位となり、コロナ禍の中でもプラス成長を継続しているこ

と、ファーウェイ等の中国企業が 5G 等の標準必須特許の多くの部分を有していることに対

する警戒感も背景にあると思われる。さらに、共産党一党独裁及び社会主義市場経済を標榜

する中国への対抗意識、米国トランプ政権において緊迫化した米中経済戦争、日本を含む西

側マスコミによる嫌中報道等の影響もある。そこに、最近の香港や新疆ウイグル自治区にお

ける人権問題が、火に油を注いだという面もあろう。そして、（実はこれが最も大きな理由

かも知れないが、）外国人の「中国の法制度に対する無理解」が、中国の「禁訴令」なるも

のに対する漠然とした不安感を増幅させ、結果として、中国の「禁訴令」に対する注目度を

上げているのではないかと思われる。 
実は、結論から言ってしまえば、中国の「禁訴令」は、従前から民事訴訟法 100 条・101

条に規定されている「行為保全」（日本法でいう仮処分）の一適用例にすぎず、決して、中
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国の政府や法院が外国企業による標準必須特許訴訟に対抗するために生み出した新しい制

度というわけではない。中国は判例法主義の国ではないし、法院・裁判官の地位も高いとは

いえないため、（最高人民法院による司法解釈を除き、）法院・裁判官が、法律に規定されて

いない規範を勝手に定立することは許されないのである。 
そこで、本稿では、中国の「禁訴令」をテーマとして、その法制度の概要及び紛争事件等

について紹介することとしたい。 
 

Ⅱ 禁訴令に関する中国法上の根拠 

 

１．行為保全（「訴訟保全」と「訴訟前保全」） 
中国の法令には、「禁訴令」という言葉は含まれていない。中国における「禁訴令」は、

行為保全（日本法でいう仮処分）措置の一適用例である。行為保全措置の法律上の根拠は、

民事訴訟法 100 条及び 101 条である。民事訴訟法 100 条の定める措置は、「訴訟保全」と呼

ばれ、主に判決の執行不能又は当事者におけるその他の損害を予防するための保全措置で

ある。これに対して、民事訴訟法 101 条の定める措置は、「訴訟前保全」と呼ばれ、緊急状

況によって利害関係者が回復不能な損害を受けることを予防するための保全措置である。

民事訴訟法 100 条及び 101 条の条文の和訳は、以下のとおりである。 
 

・民事訴訟法 100 条 
人民法院は、当事者の一方の行為又はその他の原因によって、判決が執行し難くなり、又は当事者にそ

の他の損害をもたらすおそれがある事件について、相手方当事者の申立に基づき、その財産に対し保全し、

それに一定の行為を行うよう命じ、若しくは一定の行為を行うことを禁止する裁定を下すことができる。

当事者が申立を提出しない場合、人民法院は必要なときに保全措置を講じる裁定を下すこともできる。 

人民法院は、保全措置を講じるにあたっては、申立人に担保の提供を命じることができ、申立人が担保

を提供しない場合、申立を却下する裁定を下す。 

人民法院は申立を受理した後、状況が緊急である場合、48時間以内に裁定を下さなければならない。保

全措置を講じる裁定を下した場合、直ちに執行を開始しなければならない。 
 
・民事訴訟法 101 条 
利害関係人は、状況が緊急であることにより、直ちに保全の申立をしなければ、その合法的権益に回復

できないほどの損害を受けるおそれがある場合、訴訟を提起し若しくは仲裁を申し立てる前に、被保全財

産の所在地、被申立人の住所地の、若しくは事件について管轄権を有する人民法院に保全措置を講じるよ

う申し立てることができる。申立人は担保を提供しなければならず、担保を提供しない場合、申立を却下

する裁定を下す。 

 人民法院は、申立を受理した後、48時間以内に裁定を下さなければならない。保全措置を講じる裁定を

下した場合、直ちに執行を開始しなければならない。 
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 人民法院が保全措置を講じた後 30日以内に、申立人が、法に基づき訴訟を提起せず若しくは仲裁を申し

立てない場合、人民法院は保全を解除しなければならない。 
 
 また、最高人民法院による「民事訴訟法の適用に関する解釈」の 152 条も、民事訴訟法

100 条及び 101 条に関連するので、ここで紹介しておく。 
 
・「民事訴訟法の適用に関する解釈」152 条 
人民法院は、民事訴訟法第 100 条、第 101 条の定めに基づき、訴訟前の保全、訴訟保全措置を講じると

きに、利害関係者又は当事者に担保の提供を命じる場合、書面にて通知するものとする。 

利害関係者は、訴訟前の保全を申し立てる場合、担保を提供しなければならない。訴訟前の財産保全を

申し立てる場合、保全申立金額に相当する担保を提供しなければならない。状況が特殊である場合、人民

法院は情状を酌量して処理することができる。訴訟前の行為保全を申し立てる場合、担保金額は、人民法

院が事件の具体的状況に基づき決定する。 

訴訟において、人民法院は、申立又は職権により保全措置を講じる場合、事件の具体的状況に基づき、

当事者が担保を提供するべきか否か、及び担保の金額を決定するものとする。 

 

以上の各条文の内容を整理し、「訴訟保全」と「訴訟前保全」を比較すると、表１のとお

りである。 
 
表１ 訴訟保全と訴訟前保全の比較 

 訴訟保全 訴訟前保全 

法律規定 民事訴訟法 100 条 民事訴訟法 101 条 

申請主体 当事者が申請し、又は人民法院が職

権により適用する 

利害関係者が申請する 

申請期間 訴訟提起の受理後 訴訟提起の前 30 日以内 

適用要件 判決の執行不能又は当事者におけ

るその他の損害をもたらすこと 

緊急状況により、利害関係者が直

ちに保全を申し立てなければ、回

復し難い損害を受けること 

担保提供の要否 法院が担保提供を要求した場合は

必要 

必要 

判断の所要時間 緊急状況の場合は 48 時間以内 48 時間以内 

 
２．知的財産権紛争における行為保全 
 上述のとおり、中国法における行為保全（「訴訟保全」と「訴訟前保全」）は、日本法にお

ける仮処分に相当する一般的な制度であり、知的財産法の分野だけでなく、あらゆる法分野

で適用される可能性があるものである。 
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 知的財産権紛争における行為保全の適用については、最高人民法院による「知的財産権紛

争の行為保全事件の審査における法律適用の若干問題に関する規定」（以下「知財紛争行為

保全規定」という）が公布されている。 
その主な条文は、以下のとおりである。 

 
・知財紛争行為保全規定 1 条 
本規定における知的財産権紛争とは、「民事事件請求原因規定」（中国語では「民事案件案由規定」）にお

ける知的財産権及び競争に係る紛争をいう。 
 
・知財紛争行為保全規定 4 条 
人民法院に行為保全を申し立てる場合、申立書及び関連証拠を提出しなければならない。申立書には、

以下の事項を明記しなければならない。 

（1）申立人及び被申立人の身分、送付先住所、連絡先。 

（2）行為保全措置の申立の内容及び期限。 

（3）申立の根拠とする事実・理由。これには、被申立人の行為が、申立人の合法的権益に回復できないほ

どの損害をもたらし、又は事件裁決の執行を困難にする等の損害をもたらす具体的な説明が含まれる。 

（4）行為保全のために担保を提供する財産情報若しくは資本信用証明、又は担保提供が不必要である理由。 

（5）その他の明記しなければならない事項。 
 
・知財紛争行為保全規定 6 条 
以下の各号に掲げる状況のいずれかに該当し、直ちに保全措置を講じなければ申立人の利益を侵害する

に足る場合、民事訴訟法第 100 条、第 101 条に規定された「状況が緊急である場合」であると認定するも

のとする。 

（1）申立人の営業秘密が間もなく不法に開示されようとしている場合。 

（2）申立人の公表権・プライバシー等の人身権が間もなく侵害されようとしている場合。 

（3）争われている知的財産権が間もなく不法に処分されようとしている場合。 

（4）申立人の知的財産権が、展示販売会等の時間との関連性が比較的強い場所で、まさに侵害されている、

又は間もなく侵害されようとしている場合。 

（5）時間との関連性が比較的強い人気番組において、まさに侵害されている、又は間もなく侵害されよう

としている場合。 

（6）その他、行為保全措置を直ちに講じる必要がある場合。 
 
・知財紛争行為保全規定 7 条 
人民法院は、行為保全の申立てを審査する場合、次に掲げる要素を総合的に考慮するものとする。 

（1）申立人の申立に事実基礎及び法的根拠があるか否か、これには、保護を求める知的財産権の効力が安

定しているか否かをも含む。 
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（2）行為保全措置を講じなければ、申立人の合法的権益は回復できないほどの損害を受けるか否か、又は

事件裁決の執行が困難になるほどの損害をもたらすか否か。 

（3）行為保全措置を講じないことによって申立人の受ける損害が、行為保全措置を講じることによって被

申立人の受ける損害を超えるか否か。 

（4）行為保全措置を講じることによって、社会公共の利益に損害を与えるか否か。 

（5）その他の考慮しなければならない要素。 
 
・知財紛争行為保全規定 10 条 
知的財産権及び不正競争に係る紛争の行為保全事件において、以下に掲げるいずれかの状況がある場合、

民事訴訟法第 101条に規定される「回復することができないほどの損害」にあたると認定するものとする。 

（1）被申立人の行為が、申立人が有する商業上の名誉信用、又は公表権、プライバシー等の人身的性質の

権利を侵害し、且つ取り返しのつかない損害をもたらす場合。 

（2）被申立人の行為が、権利侵害行為の制御を困難にし、且つ申立人への損害を著しく増大させる場合。 

（3）被申立人の侵害行為が、申立人の関連市場シェアを著しく減少させる場合。 

（4）申立人に対し、その他の回復することができないほどの損害をもたらす場合。 
 
・知財紛争行為保全規定 12 条 
人民法院が講じる行為保全措置は、一般的に、被申立人が担保を提供することにより解除されない。但

し、申立人が同意した場合を除く。 

 
３．行為保全措置に違反した場合の効果 
 行為保全措置を命じられた者は、命令に従わなければならない。 
 命令に従わない者は、過料を課される可能性があり（個人の場合は 10 万元以下、法人の

場合は 5 万元～100 万元）、また、主管者又は直接責任者が拘留される可能性がある（民事

訴訟法 111 条、115 条）。情状が重い場合、主管者又は直接責任者に対し、さらに刑事罰（7
年以下の有期懲役、拘留、罰金）が科される可能性もある（刑法 313 条）。 
 
・民事訴訟法 111 条 
 訴訟参加人又はその他の者に次に掲げる行為のいずれかがある場合、人民法院は、状況の重さに基づき

過料を課し、拘留することができる。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。 

（中略） 

（6）既に法的効力が生じた人民法院による判決、裁定の履行を拒絶する場合。 

人民法院は、前項に定める行為のいずれかがある単位 2に対し、その主管者又は直接責任者に対し、過料

を課し、拘留することができる。犯罪を構成する場合、法により刑事責任を追及する。 

                                                   
2 中国語の「単位」は、組織、団体等を意味する。 
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・民事訴訟法 115 条 
個人に対する過料金額は、10 万人民元以下とする。単位に対する過料金額は、5 万人民元以上 100 万人

民元以下とする。 

拘留の期間は、15日以下とする。 

被拘留者は、人民法院が公安機関に引き渡して拘留する。拘留期間は、被拘留者が過ちを認め、且つ是

正した場合、人民法院は拘留の繰り上げ解除を決定することができる。 
 
・刑法 313 条 
 人民法院の判決又は裁定に対して執行能力があるのに執行を拒絶し、情状が重大である者は、3年以下の

有期懲役、拘留又は罰金に処する。情状が特に重大である場合には、3年以上 7年以下の有期懲役に処し、

罰金を併科する。 

単位が前項の罪を犯した場合は、単位は罰金に処し、かつ、その直接に責任を負う主管者その他直接責

任者は前項の規定により処罰する。 
 
Ⅲ 禁訴令に係る裁判例 

１ 中国における禁訴令の最初の事案（海事法に関する行為保全紛争事案） 

 前述したとおり、中国における「禁訴令」は、行為保全措置の一適用例である。中国にお

ける禁訴令の最初の事案は、「海事法」に関する行為保全紛争事案であった。その事案の概

要は、以下のとおりである。 
（１）事件番号 （2017）鄂 72 行保 3 号 
（２）法院 武漢海事法院 
（３）裁定年月日 2017 年 7 月 21 日 
（４）申立人 華泰財産保険有限公司深圳分公司 
（５）被申立人 CLIPPER CHARTERING S.A. 
（６）関連法令 海事訴訟特別手続法 51 条・57 条、最高人民法院による「海事訴訟特別手

続法の適用に関する若干問題における解釈」41 条～46 条 
 
上記の紛争事案における武漢海事法院の裁定の結論は、「CLIPPER CHARTERING S.A.

は、香港高等法院による HCCT28/2017 号禁訴令を取り下げよ。」というものである。 
 このように、中国の武漢海事法院は、「海事法」の分野の紛争事件に関し、実質的に同一

の紛争が複数の国 3の裁判所に係属する並行訴訟において、一方当事者による外国裁判所で

の提訴等の司法的救済を禁止するという差止命令（禁訴令）を下した。 

                                                   
3 香港・マカオ等のように、（外交及び軍事を除き、）同じ国の中でも異なる法制度を有す

る地域は、ここでいう「国」として扱われる。 
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 その後、中国では、標準必須特許（SEP）にかかる訴訟に関し、禁訴令を適用する事案が

続々と生じてきた。その主な紛争事案につき、以下のとおり紹介する。 
 
２ 禁訴令が下された標準必須特許（SEP）紛争事案 

Ａ）華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件 

（１）事件番号 （2019）最高法知民終 732、733、734 号の１ 

（２）法院 最高人民法院 

（３）裁定年月日 2020 年 8 月 28 日 
（４）申立人 華為（ファーウェイ）技術有限公司 
（５）被申立人 Conversant Wireless Licensing S.à r.l. 
（６）関連法令 民事訴訟法 100 条、102 条、111 条 1 項 6 号、115 条 1 項 

 
上記の紛争事案における最高人民法院の裁定の結論は、以下のとおりである。 

①Conversant は、最高人民法院が上訴事件につき終審判決を下す前に、2020 年 8 月 27 日

にドイツのデュッセルドルフ地方裁判所の下した差止の一審判決につき執行を申し立てて

はならない。 
②本裁定に違反した場合、違反した日から 1 日あたり 100 万人民元の過料（法定の上限額）

に処し、日数で積算する。 
 
最高人民法院の上記裁定の理由の要旨は、以下のとおりである。 

①外国裁判所による判決の執行申立を禁止する行為保全措置の申立については、(a)被申立

人が外国裁判所による判決の執行を申し立てることの中国における訴訟に与える影響、(b)
行為保全措置を採ることが確かに必要であるか否か、(c)行為保全措置を採らないことによ

り申立人が被る損害が、行為保全措置を採ることにより被申立人が被る損害を超えるか否

か、(d)行為保全措置を採ることは公共の利益を害するか否か、及び(e)行為保全措置を採る

ことが国際礼譲の原則に合致するか否か、という５つの点を考慮して総合的に判断する。 
②本件では、デュッセルドルフ地方裁判所の下した差止の一審判決につき Conversant によ

る執行申立を認めると、華為（ファーウェイ）は、ドイツ市場からの撤退、又は高額の許諾

料を受け入れるしかなく、華為（ファーウェイ）の事後的な救済は不可能となる。 
③また、本件では、中国での提訴の受理の方がドイツよりも早かった等の事情もある。 
 
表２のとおり、「華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件」における最高人民法

院の判断要素は、「知財紛争行為保全規定」7 条とほぼ同一又は類似しているといえる。 
 
表２ 最高人民法院裁定における判断要素と「知財紛争行為保全規定」7条の比較 

「華為と Conversantの紛争事件」最高人民法院裁定 「知財紛争行為保全規定」7条における行為保全
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における禁訴令の判断要素 の判断要素 

①外国訴訟の中国訴訟に対する影響：訴訟主体、審

理対象、行為の効果という 3つの面から分析する。 

①申立人の請求に事実基礎及び法的根拠がある

か否か。これには、保護を求める知的財産権の効

力が安定しているか否かをも含む。 

②行為保全措置を採る必要性：行為保全措置を採ら

ないことにより、申立人の合法的権益に回復し難い

損害が生じ、又は判決、裁定の執行が困難となる等

の損害が生じるか否かを分析する。 

②行為保全措置を講じなければ、申立人の合法的

権益に回復できないほどの損害が生じるか否か、

又は事件裁決の執行が困難になるほどの損害が

生じるか否か。 

③当事者双方の利益のバランス：行為保全措置を採

らないことにより申立人が被る損害が、行為保全措

置を採ることにより被申立人が被る損害を超えるか

否かを分析する。 

③行為保全措置を講じないことによって申立人

の受ける損害が、行為保全措置を講じることによ

って被申立人の受ける損害を超えるか否か。 

④公共利益への影響：行為保全措置を採ることは公

共の利益を害するか否かを分析する。 

④行為保全措置を講じることによって、社会公共

の利益に損害を与えるか否か。 

⑤国際礼譲：事件受理日の先後関係、事件管轄の適

切性、外国裁判所の審理・裁判に対する影響の大き

さ等の要素を分析する。 

禁訴令の適用に関する判断に、他の考慮要素を取

り入れることを排除しない。 

⑤その他の考慮しなければならない要素。 

 
 上表のとおり、5 つの判断要素のうち、要件②～⑤はほとんど同じである。要件①につい

ても、表現は異なるが、要するに、「申立人の請求を認めるべき事実基礎及び法的根拠があ

ること」を要件としており、実質的には同じであるといえる。なぜなら、「知財紛争行為保

全規定」7 条では、「申立人の請求に事実基礎及び法的根拠があるか否か」を問題としてい

るところ、最高人民法院裁定では、外国訴訟の中国訴訟に対する影響を、訴訟主体、審理対

象、行為の効果という 3 つの面から分析することにより、外国訴訟を差し止めるという申

立人の請求に事実基礎及び法的根拠があるか否かを問題としているからである。 
 
Ｂ）小米（シャオミ）と Inter Digitalの紛争事件 

（１）事件番号 （2020）鄂 01 知民初 169 号の１ 

（２）法院 武漢市中級人民法院 

（３）裁定年月日 2020 年 9 月 23 日 

（４）申立人 小米（シャオミ）通訊技術有限公司等 

（５）被申立人 Inter Digital, Inc.等 

（６）関連法令 民事訴訟法 100 条、102 条、111 条 1 項 6 号、115 条 1 項、「知財紛争行

為保全規定」3 条 1 項、4 条、6 条 6 号、7 条、10 条 3 号、10 条 4 号、13 条 
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上記の紛争事案において、武漢市中級人民法院の裁定の結論は、以下のとおりである。 

①Inter Digital は、デリー高等裁判所での暫定的差止命令・永久的差止命令の申立を取り

下げよ。 
②本件結審まで、Inter Digital は、いかなる国・地域の裁判所でも、本件に係る 3G・4G 標

準必須特許に関連する暫定的差止命令・永久的差止命令及び関連命令の執行を申し立てて

はならない。 
③本件結審まで、Inter Digital は、いかなる国・地域の裁判所でも、本件に係る 3G・4G 標

準必須特許に関連するライセンス料紛争につき訴訟を提起してはならない。 
④本裁定に違反した場合、違反した日から 1 日あたり 100 万人民元の過料（法定の上限額）

に処し、日数で積算する。 
 
武漢市中級人民法院の上記裁定の理由の要旨は、以下のとおりである。 

①Inter Digital は、小米（シャオミ）による本件訴訟が武漢市中級人民法院に受理されたこ

とを知った後、本件訴訟の審理を尊重せず、インドの裁判所で仮差止及び差止請求の手続を

行った。このことは、本件審理の手続に干渉と妨害をもたらすものであり、Inter Digital に
は主観的故意があるといえる。 
②Inter Digital がインドの裁判所で差止請求の手続を行うことは、本件訴訟と異なる判断

が下される事態を招く可能性がある。これは、小米（シャオミ）と Inter Digital との間で

既に展開しているライセンス交渉の達成に影響するのみならず、本件訴訟の執行にも困難

をきたす。 
③Inter Digital がインドの裁判所で仮差止及び差止請求の手続を行うことは、必然的に小

米（シャオミ）及びその関連会社のインドでの運営に影響し、小米（シャオミ）の利益を極

めて大きく損なうこととなり、且つその損害も回復し難くなる。 
④Inter Digital は特許不実施主体（NPE）であり、ライセンス交渉と訴訟を通じて利益を

獲得しようとするものであり、標準必須特許の製品の製造を行っていない。本法院が「Anti-
Suit Injunction」命令を下すことは、Inter Digital の救済に遅延をもたらす以外に、Inter 
Digital の有する標準必須特許自体には何ら実質的な損害をもたらすことがなく、且つ社会

公共の利益を害することもない。 
 
なお、本禁訴令につき Inter Digital は不服審査を申し立てたが、武漢市中級人民法院は、

2020 年 12 月 4 日、（2020）鄂 01 知民初 169 号の２により当該 Inter Digital の不服審査

申立を棄却した。 
 
Ｃ）サムスンと Ericssonの紛争事件 

（１）事件番号 （2020）鄂 01 知民初 743 号 
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（２）法院 武漢市中級人民法院 

（３）裁定年月日 2020 年 12 月 25 日 

（４）申立人 サムスン電子株式会社等 

（５）被申立人 Telefonaktiebolaget LM Ericsson 等 

（６）関連法令 民事訴訟法 100 条、102 条、「知財紛争行為保全規定」3 条 1 項、4 条、7
条、13 条 

 

上記の紛争事案において、武漢市中級人民法院の裁定の結論は、以下のとおりである。 
①本件結審まで、Ericsson は、いかなる国・地域の裁判所、税関、行政機関、又はその他の

ルートでも、本件に係る 4G・5G 標準必須特許に関連する暫定的差止命令・永久的差止命

令又は行政措置を求めてはならず、既に提起された関連の申立を取り下げよ。 
②本件結審まで、Ericsson は、いかなる国・地域の裁判所、税関、行政機関、又はその他の

ルートでも、本件に係る 4G・5G 標準必須特許に関連する暫定的差止命令・永久的差止命

令又は行政措置の執行を申し立ててはならない。 
③本件結審まで、Ericsson は、いかなる国・地域の裁判所でも、本件に係る 4G・5G 標準

必須特許に関連するライセンス料率紛争につき提訴してはならず、既に提起された関連の

申立を取り下げよ。 
④本件結審まで、Ericsson は、いかなる国・地域の裁判所でも、サムソンによる本保全申立

の取下げ又はサムソンによる本保全裁定の執行申立ての差止めを申し立ててはならない。 
⑤本裁定に違反した場合、民事訴訟法第 10 章（「民事訴訟の妨害に対する強制措置」）の関

連規定に従い処罰する。 
 
武漢市中級人民法院の上記裁定の理由の要旨は、以下のとおりである。 

①被申立人の行為により判決が執行困難となる状況が存在するか否かについて 
 仮に被申立人がライセンス条件又はライセンス料に関する裁定の申立等の関連行為を行

えば、先に受理された本件と後に受理される訴訟との間に、審理の範囲及び判決の結果に重

複又は衝突が生じ、本件判決の執行が阻害されてしまうこととなる。 
②行為保全措置を講じなければ、申立人の合法的な権益に回復し難い損害をもたらすこと

になるか否かについて 
 本件における技術分野は通信分野であるため、製品の周期が比較的短く、技術のアップグ

レードが比較的早い。差止措置の執行は、申立人による製品の販売を阻み、その市場シェア

を不可逆的に縮小させ、その利益に回復し難い損害をもたらす。 
③行為保全措置を講じないことによる申立人への損害が、行為保全措置を講じたことによ

る被申立人への損害を超えるか否かについて 
 申立人は、行為保全措置を講じなければ、生産・販売活動は不利な影響を被ることとなり、

中止を迫られる可能性もある。一方、被申立人にとって、行為保全措置はその特許権の行使
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に一定の制限を受けることとなるが、その権利の根本的な喪失を導くことはない。したがっ

て、行為保全措置を講じないことによる申立人への影響のほうが大きいといえる。 
④行為保全措置を講じることが、社会公共の利益及び国際民事訴訟秩序に損害を与えるこ

とになるか否かについて 
 行為保全措置は社会公共の利益に損害を与えることはない。消費者は申立人が生産・販売

する通信製品を持続的に入手することができ、製品の販売禁止や売り切れ等の状況に遭う

ことはない。行為保全措置を講じなければ、申立人の生産・販売が禁止されるリスクを生じ、

かえってその市場競争に関与する力が損なわれ、消費者の利益に不利な影響を与えてしま

うこととなる。また、行為保全措置は国際民事訴訟秩序に損害を与えることもない。本法院

は申立人及び被申立人との間の標準必須特許ライセンス料に関する紛争を最初に受理した

法院として、申立人から進んで裁決を求められる場合、行為保全措置を講じることは双方の

紛争の一回的解決に資し、また、申立人及び被申立人が異なる国家・地域における提訴によ

る訴訟トラブル及び管轄権の競合を最大限解消することができる。 
⑤申立人が行為保全申立のために有効な担保を提供したか否かについて 
 申立人は、本法院に 5000 万元の預金証明書を提出し、それを行為保全の担保のために法

院により凍結されることに同意し、また、法院の要求があれば、それに従い担保の金額を高

めることができると説明した。当該預金担保は、行為保全措置が被申立人に与え得る初歩的

な損失をカバーすることができ、また、申立人の説明はその真摯な意図を表明したものとい

える。さらに、このようなやり方は双方に制約を課し、双方が速やかに紛争解決の実質的な

プロセスに入るよう促し、紛争の早期解決を図ることにつながる。したがって、本法院は、

申立人が行為保全のために提供した担保を認める。 
 
Ｄ）上記の３つの紛争事件の関係 

 上述した最高人民法院及び武漢市中級人民法院が下した 3 つの禁訴令は、いずれも訴訟

前保全であった。 

「華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件」において、最高人民法院は、禁訴令

の適用を判断するにあたって 5 つの判断要素からなるアプローチを適用した。 
その後、武漢市中級人民法院は「小米（シャオミ）と Inter Digital の紛争事件」事件に

おいて、「華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件」における最高人民法院の禁訴

令とは異なるアプローチを適用して禁訴令を下した。 
しかし、その後の「サムスンと Ericsson の紛争事件」において、武漢市中級人民法院は、

「華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件」における最高人民法院の禁訴令とほぼ

同じアプローチを適用して禁訴令を下した。 

 
Ⅳ おわりに 
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標準必須特許に係る同じ事案について複数の国・地域の裁判所で標準必須特許関連訴訟

が提起され、並行して各訴訟の審理が進み、各国の裁判所で異なる内容の判決が下された場

合、極めて不合理かつ複雑な事態が生じる。多くの国では、自国の企業等が外国裁判所から

不利な判決を受けることを防ぐために、裁判所が標準必須特許関連事件について管轄権を

積極的に行使する傾向が見られる。そこで、「Anti-Suit Injunction」が各国の裁判所により

適用されることになるが、しばしば、対抗手段（「Anti-Anti-Suit Injunction」、「Anti-Anti-
Anti-Suit Injunction」等）の応酬となってしまう。 

しかし、一国の法制度や判決の効力は、基本的には、「属地主義」に基づき、当該国の領

土内でのみ効力があるのであって、外国の領土に効力を及ぼすことはできない。ある国で禁

訴令が出されたとしても、外国で強制的に当該禁訴令を遵守させることは、現実的に不可能

である。そこで、複数の国・地域の裁判所で禁訴令が出されるようなケースでは、実際上、

当事者間で和解による解決を図るのが最善の方策となるであろう。 
ちなみに、最近の中国の学界において、多くの学者は、国際礼譲、相互主義（中国語では

「対等原則」）を尊重する上で、禁訴令を積極的に適用すること、速やかに禁訴令の関連規

定を公布・施行することを提唱している。今後、最高人民法院が、禁訴令の申立の主体、適

用要件、効果等について司法解釈を制定する可能性も否定できないが、それが制定されるま

では、「華為（ファーウェイ）と Conversant の紛争事件」の最高人民法院裁定の判断手法

が今後の指針となろう。 
 

 

※ 初出：『特許ニュース No.15460』（経済産業調査会、2021 年、原題は「中国知財の最

新動向 第 26 回 中国における『禁訴令』（Anti-suit Injunction）について」）。 

※ 免責事項：本稿は、中国の法制度の概要を一般的に紹介することを目的とするものであ

り、法的アドバイスを提供するものではない。仮に本稿の内容の誤り等に起因して読者又は

第三者が損害を被ったとしても、筆者は一切責任を負わない。 
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